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１．はじめに
　IoT、人工知能、インダストリー 4.0 など企業を
取り巻く環境は急速に変化し、これに否応なく対応
することが企業経営の喫緊の課題となっている。こ
うした状況で、経営は従来の方法を適用することが
困難になるため、これまでの基本的な考え方を転換
し新しいビジネスの方法を再構築する経営パラダイ
ム転換が必要になる。
　変化の時代にパラダイム転換が必要であるという
総論に賛成する人は多いとしても、自らの企業がパ
ラダイム転換の道筋を見出すことは決して容易では
ないことは、悪戦苦闘している日本企業のこれまで
の事例を見るにつけ容易に想像できる。パラダイム
転換は産業の特性、業界における競合状況と自社の
位置づけ、技術動向、企業風土、経営状況、経営資
源（人、モノ、金、情報）、経営における意思決定
の仕組みなど、多くの要因が影響しているために、
その処方箋を簡単に見出せないからだ。諸要因が複
雑に絡み、それらの因果関係を厳密に特定すること
が難しいために、多くの企業が、意識的あるいは無
意識的にせよ、パラダイム転換を先送りしたり拒否
したりして事態を悪化させている。しかしながら、
一方でパラダイム転換に成功した企業が存在するの
も事実である。著者らは、こうした成功企業や失敗
企業の事例(1)を学ぶことで、パラダイム転換に影響
するいくつかの主要な要因を抽出し、パラダイム転
換を戦略的にマネジメントするための因果関係を解
明することが可能であろう、と考えている。パラダ
イム転換を困難にしている経営の状況や要因とは何
であろうか。著者らはコンセプト創造や経営戦略策
定の巧拙を問題にする以前に、R. マグレイス	[1]	が
指摘しているように「変化を常態として見做し、変
化に前向きに挑戦する基本的姿勢」が何よりも重要
であると考えている。パラダイム転換は極めて困難
な作業であるが成功事例・失敗事例が決してないわ
けではない。本研究では、これらの事例をよりどこ
ろに、成功への大まかな道筋を明らかにしたい。
　その第１歩として前研究 [2] では、銀塩写真のデ
ジタル化に直面したコダックの事例（失敗事例）と
富士フイルムの事例（成功事例）を取りあげて、パ
ラダイム転換の成否にかかわる重要な要因を抽出し
比較分析を試みた。本研究は、他の事例として、か
つて絶体絶命の経営危機からカルロス・ゴーン（以
後、ゴーン社長と呼ぶ）の改革によって復活した日
産自動車（以後、日産と略記する）と、現在も経営
危機に直面し再建中であるシャープを取りあげ、パ
ラダイム転換に影響した、もしくは、影響している
と考えられる重要な要因を抽出し、その成功と失敗
への道筋を考察することにしたい。
2. 日産の構造改革
2.1 日産の経営危機
　日産の構造改革事例を扱ったカルロス・ゴーン自
身の論文 [3] と日産の改革に関するハーバード・ビ
ジネス・スクール (HBS）の論文 [4] などに基づい
て日産の構造改革の歴史を辿ることにする。
1933年に設立された日産自動車は、1936年、トヨ
タ自動車とともに日本政府公認の自動車メーカーと
して認定された。第二次世界大戦まで軍需生産を
していたが、戦後1950年代の終わり頃から成長し、
1970年代初めには国内市場シェア33％を達成し、
トヨタに次ぐ第 2位の地位を築いた。
　1986年にはプラザ合意後の円急騰で壊滅的な打
撃を受け、営業赤字を計上した。1987年に日本経
済が一転してバブル経済に入ると高級車需要の高ま
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りを受けた日産は、拡大計画の下で過剰生産能力と
財務体質の悪化に陥っていった。1987年３月には
1兆3000億円だった負債が、1992年３月には３兆
6000億円までに膨らんだ。こうした状況で、当時
の久米	豊	社長は1992年に再建計画を実施したが、
業績は悪化し続けた。
　図１は、1993年以後の日本企業各社の普通・
小型自動車販売台数を示している。1995年から
2000 年に至るまで日産の販売台数が減少している
こと、2001年～2002年の販売台数でこれまでのト
ヨタに次ぐ業界２位の地位をホンダに明け渡してか
らホンダと日産は日本企業で第２位の地位を争って
いること、日産リバイバルプランを達成した2001
年以降日産の販売台数が増加傾向に転じていること
などが示されている。
　図２は1991年～2002年までの日産の営業成績の
推移を示している。1993年から1995年まで３年間、
営業利益は赤字、純利益では1997年を除く1993
年～2000年まで赤字を計上しており、営業利益が
黒字でも売上高営業利益率が２％弱程度と収益構造
が極端に悪化していたことが分かる。
　1992年６月に、久米社長のあとを継いで新社長
となった	辻	義文	は、当時の記者会見で「日産の抱
える問題は、①最後までやり通す規律と決意の欠如、
②説明責任の不十分さ、③販売部門の弱さ、④エン
ジニアが幅を利かせる企業文化、⑤顧客志向の不在、
⑥合意や妥協を重視する文化である」と指摘してい
る（[3] 訳書，p.40）。辻社長はこれに対処するため
に主要工場の閉鎖、自然減による社員5000人の削
減、過剰なモデルの等級・種類の削減、部品点数の
削減を含む再建計画によって、1995年までに売上
高営業利益率を３％にするという目標を掲げたが達
成できなかった。増木清行	は、彼の著書でその失
敗の理由を「日産の改革案はゴーン CEO の下で策
定された日産リバイバル計画と比較しても遜色のな
いものだったが、実現性という意味で大きく異なっ
ていた。これらの計画は、具体的な実行計画と全社
レベルでの変革の強い姿勢と組織能力（行動力）が
欠如した実現性の低い計画であり、実行が伴わない
絵に描いた餅に終わっていた。」と述べている（[5],	
p.32）。
　1996年６月に、辻社長に代わって	塙	義一	が新
社長に就任した。1997年３月に旺盛な米国需要と
円安に支えられて780億円の利益を計上したもの
の、図１に示すように自動車販売台数の減少傾向に
歯止めがかからなかった。日産は、モデル数の増加、
財務状況の悪化による新車開発への過少投資、ブラ
ンドイメージの低さと販売体制の弱さによる大幅な
値引きを強いられたことなどによって、1998年３
月に140億円の損失を計上した。塙社長は1998年
５月に、米国事業の再編、日本国内の販売組織の整
理統合、負債の１兆円削減、コスト削減と生産性向
上、スリムな組織の創出などを掲げた再編計画を発
　　図１ 普通・小型自動車販売台数推移
出所：日本自動車工業会資料に基づき著者作成
　　図 2　日産の事業推移
出所：事業報告書に基づき著者作成
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表したが、発表直後の市場は “ 期待外れ ” の評価を
下し、株価が下落した。
　1990年代に自動車産業ではグローバル競争が激
化し、合併・買収・提携が盛んに行われた。1990
年代の日産は深刻な経営危機に直面していた。こう
した事態に、時の経営陣は前述のようないくつかの
再建計画を通じて経営の立て直しを試みたが、こと
ごとく失敗した。
2.2　ルノーとの提携とカルロス・ゴーン主導に
　  　よる日産リバイバルプラン
（1）ルノーとの提携
　1997年、日産の財務状態は急速に悪化しつつあっ
た。日産の２つのメインバンクは莫大な不良債権を
抱えて瀕死の状態にあった日産を救済することはで
きなかった。塙社長は会社を救うために国外のパー
トナーを探し始めた。日産自身は「グローバル展開
を視野に入れている海外自動車会社が日産と提携す
る価値はまだある」と考えていた。日産とフォード、
ダイムラー・クライスラーとの各提携交渉がそれぞ
れ不調に終わった後に、1999年３月27日、日産は
ルノーと提携関係を結んだ。ここに、世界第４位の
自動車メーカーが誕生することとなった。ルノーは
株式保有率 36.8% に相当する日産の株式を購入し、
これと引き換えに日産負債6430億円の肩代わりを
した ([3],	訳書	p.41)(2)。
（2）リバイバルプラン発表に向けてのカルロス・
　　ゴーンの行動
　1999年3 月、ルノー社との提携に生き残りをか
けた日産自動車の再建のために、ルノーの上級副社
長カルロス・ゴーンが派遣された。彼は、日産の施
設をまわりすべてのレベルの社員、数百人と話をし
た。これによる洞察をもとに、以下に示す「日産に
欠けている 5つの問題」を指摘した：①利益志向
の欠如、②顧客志向の欠如（競合他社ばかりに目を
向けていた）、③機能分野横断思考（クロスファン
クショナリティー）の欠如、④危機感の欠如、⑤共
通のビジョンと長期戦略の欠如。
　ゴーン社長はミシュランに入社した当時からの現
場重視の考え方（3）に従って、自らの足と目を使い、
さらに、現場の人たちとのコミュニケーションを通
じて、日産の現状を客観的に把握しようと努力した。
また、彼は、日産の改革は提携が絡む困難でデリケー
トな状況にあることも十分に理解していた。組織や
運営方法の根本的な変革を進めながら、同時に、企
業のアイデンティティーを守り社員のプライドを尊
重する「変革とアイデンティティーの擁護」という
相反するゴールの達成が求められていることを認識
していた。結果として日産は改革に成功したが、ゴー
ン社長は以下に示す二つの成功の鍵を挙げている
（[3]	訳書、p.42）：①生え抜きの日産のマネージャー
たちにリバイバルプランを押し付けるのではなく、
クロスファンクショナル・チーム (CFT)(4) の一員と
なって、再生に不可欠な抜本的改革を見出しその牽
引車となるように動機づけを行ったこと、②ルノー
が終始一貫して日産のカルチャーを尊重し、日産が
自らの手で日本文化の最良の部分を組み込んだ新た
な企業文化を創出する余地を与えたこと、であった。
　これまでの多くの日本企業が経営構造改革で実施
していたように一握りの経営トップが改革案を作成
するのではなく、現場の社員が日頃感じている問題
意識を取り込んで全員参加の形で徹底的に議論をし
ながら問題の発掘と改革案を作りこんでいったこ
と、改革案の提出に期限を設けたこと、さらに、日
産が抱えている問題を社員全員が共有しこれらの改
革案を発表する場を社員に提供したことは、注目す
べきであろう。現場の社員全員に改革にコミットし
て貰うことによって、社員のモチベーションを高め
たのだ。さらに、日産との提携交渉で、ルノーはＭ
＆Ａによって日産を傘下に置く方法をとらず、提携
という緩やかな方法を採用した。これは、2.3 節で
説明するように、ゴーン社長の少年時代の生い立ち、
ミシュラン、ルノーでのグローバルな経験を通じて、
ゴーン社長が各国の独自の文化を尊重しその長所を
経営に取り込むことが重要であることを、真に理解
していたことによると考えられる。日産とルノーが
お互いの強みを活かしながらシナジー効果を発揮す
ることを目指したのである。
（3）日産のリバイバルプランとその諸特徴
　ゴーン社長は就任して間もない1999年10月に自
らのコミットメントによる日産リバイバルプランを
発表した。リバイバルプランは、従業員21000人の
削減、５工場の閉鎖、下請け業者の見直しなどを含
むものだった。１兆円に及ぶコスト削減策からなる
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リバイバルプランは「コスト削減プラン」と言われ
たが、コスト削減だけでは片づけられない将来に備
えた大きな計画であった。日産のこれまで抱えてい
た悪しき伝統・ものの考え方・慣習から脱却する根
本的な内容であった。改革の内容は [3],[4] に詳述
されているので詳細な説明は省略し、ここでは構造
改革を達成した重要な要因を抽出することにする。
　ゴーン社長は就任当時の日産への印象を、「会社
には多くの素質があるのに途方もなく無駄が多い、
多くの努力をしているのに目に見える結果が出な
い、先の見えない不安を抱えているなど、多くの問
題があった」と語っている。「最も深刻なのは、将
来ビジョンの欠如、つまり、会社が到達すべき目標
がはっきりしないこと、利益志向（利益をあげたい
という意欲、特に、お客様志向）の欠如、クロスファ
ンクショナリティー（部門間協力）の欠如」という
言葉で、当時の日産の深刻な状況を指摘している
([6])。“ 将来ビジョン ”、“ 利益志向（お客様思考）”、
“ クロスファンクショナリティー ” は、どれをとっ
ても多くの日本企業に欠けている視点で、それゆえ
に、日本企業の経営構造改革においても重要なキー
ワードとして位置づけられるべきであると、著者ら
は理解している。
　プランは「目標、戦略、アクションプラン、コミッ
トメント、結果が得られたら次へ」という手順で進
められたが、分かり易さと優先順位が最重点にされ
た。会社が何をしているか、皆が理解できるように
シンプルにすべきこと、そして、実際に日産リバイ
バルプランはシンプルなプランだった。「戦略は複
雑なもの、曖昧なものであってはならない。数値化
されたシンプルなプランをあらゆるレベルで実行す
る、それがパワフルな戦略なのだ。」という彼の言
葉は、高校時代の教師から学んだ信念（5）に基づいて
いた。上記のキーワードの他に、リバイバルプラン
の実行では、“ コミットメント ”、“ クロスファンク
ショナル・チーム (CFT) の結成 ”、“ プラン作成時
の諸原則 ”、“ 社員の意識改革 ”、“ 迅速な改革（意
思決定スピード）” の重要性が強調されている。こ
れらのキーワードが経営の構造改革でなぜ重要であ
るかを以下で考察する。	
○ 会社の将来ビジョン
　“ 将来ビジョンがない、会社が到達すべき目標が
はっきりしない状態 ” を、ゴーン社長は “ 最も深刻
な状態 ” と指摘している。経営危機に陥った日本企
業が構造改革案を発表する際に、驚くべきことに、
“ 会社の将来のビジョン・会社の進むべき方向 ” に
ついて何ら言及がなされない場合、もしくは、言及
されていたとしても全く抽象的・形式的で踏み込み
不足の場合が往々にして見かけられる。経営トップ
が会社のビジョン、会社の到達すべき目標を明示で
きなければ、どこに向かって会社を進めればよいの
であろうか？どのような改革案を策定すればよいの
であろうか？ビジョンなき改革案は最初から失敗が
見えている。会社を舟に例えるならば、羅針盤のな
い船が風任せ、波任せで漂流しているようなもので
あろう。
○ コミットメント
　ゴーン社長は、以前の日産の状態について「責任
意識が存在しなかった。会社が苦境に陥っていても、
誰も責任を感じていなかった。他の誰かがもっと良
い仕事をしたら会社が良くなるものと思っていた。
このような社員に責任意識を持たせることが重要
だった。そのために、トップが率先して責任感を態
度で示すことにした。そこで、コミットメントとい
う言葉を使用することにした。」と述べている。し
かし、社員がコミットメントの意味を真に理解した
のは、リバイバルプランの発表時に「プランのうち
１つでも全うできなければ、私と経営委員会の全員
が辞任する！」と言い切った時だった。“ トップに
よるコミットメント ” を実際に示すことで、皆、こ
の言葉の真の意味を理解したのだ。コミットメント
は、会社、組織、社会、国家などどこにおいても、
お互いを頼り信頼する基盤として必要である。また、
全員がコミットすることが非常に重要である。コ
ミットメントは下から上ではなく、上から下へ広が
る。つまり、会社のトップがコミットすることで中
間層のコミットが引き出され、それが会社全体に広
がる。」と述べている。日本企業の構造改革の成功
事例や失敗事例を分析するなかで、“ トップ自らに
よるコミットメントがなされているか否か ” が構造
改革の成否に大きく影響していることを、著者らは
痛感している。
○ 日産が抱える悪しき伝統との決別
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　ゴーン氏が最高執行責任者 (COO) に就任した
1990 年代末、日産は継続的な営業損失と増加する
負債を抱えていた。恒常的な資金不足を抱え、商品
ラインの刷新に必要不可欠な投資を行うことができ
なかった。旧来のビジネスのやり方が日産に莫大な
損害を与えていたのだ。そこで、日産は系列会社関
連の株式保有や不動産投資のようなコアビジネスと
は関連のない非効率資産の売却、年功序列制度の廃
止、インセンティブを組み込んだ給与制度等などの
改革を行った。こうした日産の変革への試みの多く
が日本社会で長年にわたり実行されてきた行動規範
（慣行）に反するものなので、もしも、変革をトッ
プが強要したならばおそらく失敗するであろう、と
ゴーン社長は考えた。そこで、彼は一連の CFT の
一団に、変革の中心を担ってもらうようにした。そ
のような決断の背景には、彼が日産に来る前にも
CFT による変革を成し遂げた北米ミシュランでの経
験を通じて、ライン・マネージャーが直接責任を負
う担当職務・担当地域を超えた視点を持つためには、
CFT がまたとない強力な手段であることを理解して
いたからであった。
○ クロスファンクション（CF）の重要性とCFTの結成
　プランの実施に当たっては、ゴーン社長は、それ
ぞれの専門分野を超えて横断的に会社全体のことを
考える CFT を結成し、この CFT のメンバーに、異
なる部門の社員が共有できる会社のことのみを考え
てもらうようにした。中間管理職や若い社員が素晴
らしいアイディアを持っているにもかかわらず、こ
れまでの会議では会社の幹部のみが参加していた。
そこで、部門間協力を行っているチームの若い世代
に、会社の再生プランに参加する機会を与えた。こ
のような若い世代の中から、会社の幹部クラスに昇
進させた人も沢山でてきた。リバイバルプランの作
成に参加した人が今の日産を率いているといえる。
将来性のある若い有望な多くの社員の意見を取り込
んだ構造改革案を CFT の結成という具体的な形で
実践に移した点は実行力という点で大いに注目すべ
きであろう。日本企業が構造改革を行う際に、往々
にして小人数のトップだけで改革案を作成し、それ
を社員に押し付けるという方法をとることが多い。
この方法では、現場が抱えている真の問題を把握し
たり、若い社員の斬新なアイディアを改革案に反映
させることは難しい。何よりも押し付けの改革案で
は自らが改革にコミットしているという実感が持て
ないので、モチベーションが上がらないであろう。
○ プラン作成にあたっての行動原理
　人は過去・伝統・しがらみにとらわれやすい。リ
バイバルプランではしがらみを断つために、「聖域
を作らない、タブーを作らない、規則を作らない、
ただ日産の再生のために努力する」というシンプル
な原則が掲げられた。過去を断ち切り、伝統やしが
らみに疑問を投げかけるのが難しい中で、伝統や
過去の様々なつながりを変えていけばどれほど良い
結果になるかを説明することに努力が払われた。組
織全体に責任を引き受ける能力が欠けており、行き
詰った業績を他部門のせいにして非難する組織文化
が横行していたことに対して、責任範囲の明確化、
年功序列の廃止という過去の慣行を断ち切る制度改
革を断行した。
　
○ CFT の活動を通じての社員の意識改革
人の思考を１日で変えることはできない。実際、変
革には長い時間が必要だった。しかし一歩ずつ進め
ていけば結果に結びつくという信頼感が大切であ
る。結果が出れば自分のしていることに自信が持て
る。情熱やモチベーションも高まり、更なる結果に
つながる。これが会社の再生に必要な連鎖である。
○ 迅速な改革（意思決定スピード）
　日本企業の意思決定スピードは極めて遅いと言わ
れている。構造改革は多くのエネルギーを必要とす
る困難な仕事である。危機意識の高いうちに、トッ
プのコミットメントのもとに一気にやり抜く覚悟が
必要である。リバイバルプランの発表直後に出演
したNHKクローズアップ現代（1999年10月28日）
で、ゴーン社長はこの計画に対する覚悟を以下のよ
うに話している：「勿論、簡単な仕事ではないこと
は分かっています！コミットしていなかったら言わ
なかったと思いますよ。2002年度の最後の日、そ
れが終わるまでに、我々は焦点を合わせて行動を傾
け、チームワークで、そして、あらゆる努力を傾け
て、計画を実行していきます。我々は全面的な努力、
全面的な責任を持ってやります。」ゴーン社長は日
産に着任して直ちに、現状把握、CFT の結成、各
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テーマ別 CFT の発表、これらの成果に基づくリバ
イバルプランの作成を６か月間でやり抜き、12月
のリバイバルプランの発表にこぎつけた。“ 鉄は熱
いうちに鍛えろ！ ” という言葉のとおり、皆が関心
を持っている間に、一気に問題解決に取り組む集中
力が重要である。そういう意味で、改革のスケジュー
ルに期限を設けたことは重要であった。
　後述するシャープの事例も含めて、経営危機に直
面して構造改革を実施している日本企業の中で、何
年かけても経営危機を解消できない企業が存在す
る。変化の時代、経済・社会が広範、急速に変化し、
もたもたしているうちに状況は激変し、目標・課題
が大きく変化する事態にもなりかねない。現時点で
日本の製造企業は、IoT 時代、インダストリー 4.0
の時代にどう対応するかという新たな課題を既に抱
えているのだ。常に迅速な意思決定に留意する必要
がある。
○ 改革の内容と成果
　2002 年５月、日産は6840億円の赤字から3720
億円の黒字へ、有利子負債を 2兆1000億円から
4350 億円へと削減し、過去最高の最終利益を達成
したことを発表した。ゴーン社長は「この６年間
（2005年まで）での重要な変化は社員が将来に対し
て自信を持つようになった、また、以前よりコミッ
トメントが高くなった。1999年当時、日産の状況
は本当に深刻だった。しかし、解決方法は必ずある
し常に会社の中にある。苦境に立ち向かい、ビジョ
ンを打ち出すこと、そのビジョンをすべての社員や
提携企業に共有して貰うこと、ビジョンに向けて
人々のやる気を引き出すこと、それを私がかねてか
ら尊敬してきた日本の労働力と組み合わせれば、何
だって可能になります。日産の人たちはその苦境に
立ち向かい、ビジョンに賭け、会社を非常に大きな
価値を生み出す会社に変えていった。日産の人たち
は、皆この点を誇ってよいと思いますし、私もその
一人です。一番大切なのは希望を持つことです。日
産の改革は日本にとって将来への希望を抱かせる素
晴らしい物語になったと思います。」と述べている
([6])。
2.3　構造改革を支えたゴーン社長の経営理念と
　　  その背景　
　構造改革を支えたゴーン社長の経営理念は彼の生
い立ちから始まる多様な生活体験、企業経験による
ものと考えられる。その経営理念の背景をNHKの
DVD（[6]）に基づいて説明する。
　ゴーン社長はレバノン系フランス人の３世として
ブラジルで生まれた。レバノンから単身ブラジルに
移住した祖父の “ チャレンジ精神 ” を受け継ぎ、そ
して、教育を受けるために移住したレバノンでは
“ 複雑なものごとを単純で簡潔にするための努力と
労力の重要性 ” を高校時代の先生から教わった。フ
ランスの理工系大学を卒業後にミシュランに入社し
た際には、自ら製造現場を志願して工場の作業員と
して働き、“ 現場主義 ” を身につけた。この現場重
視の姿勢は、日産に就任した直後、自ら現場を回り
多くの現場の従業員とコミュニケーションを図り、
日産が抱える真の潜在的問題を把握する際に生かさ
れている。1985年に35歳でブラジル・ミシュラン
の COOに就任、1989年には北米ミシュラン社長に
抜擢された。このころ、CF の重要性に気付き、未
だかつて本格的に実現されていなかった CF の可能
性を引き出す試みに取り組んだ。そして、手法を
現場に適用する際には、“ その部門の性質や文化に
合わせた調整 ” が必要になることも学んだ。日産の
改革で CFT を活用するにあたっては、この経験を
活かし、トップの命令によらずに社員自らが改革案
に関わる方法で、日産の社員の優秀な能力を引き出
し、モチベーションを高める方法を採用したのだ。
北米ミシュランでの経験が日産の構造改革に大いに
生かされている。1996年にフランスのルノー社に
副社長としてスカウトされ、ルノーの再建に辣腕を
ふるった。1999年に日本に派遣されるまで、ブラ
ジル、レバノン、フランス、アメリカと異なる文化
を渡り歩き、多くの困難な問題解決にチャレンジ精
神をもって成功を収めてきた。これらの経験から、
彼は異文化を尊重することの重要性を真に理解して
いた。そのため、日産をルノーの子会社にせず、日
本企業の特性を生かした日産がルノーとシナジー効
果を発揮するグローバル・パートナーシップを結
ぶ道を選んだのだ。Globalization	における “Think	
globally	and	Act	locally” を文字通り実践していたと
いえる。
　ゴーン社長はグローバル経営について彼自身の考
えとして「グローバル経営を行うには、ビジョンや
－ 27 －
方向性といった魂の部分と、プロセスや決定といっ
た肉体の部分が必要だ。21世紀のグローバル化時
代を生き抜くためのメッセージとして、“ グローバ
ルな舞台で活躍したいというコミットメントを持つ
こと ”、“ 自らの伝統や文化、そして、アイデンティ
ティーに対する誇りを持つこと ”、“ 異なる文化や
市場に対してオープンであること ”、そして最後に、
“ 人類としてのパートナーシップ感覚を持つこと ”
が必要である。」と述べている。変化の時代、グロー
バル化の時代に生きる経営者には、異文化経営を体
験した真にグローバルな経営者が必要とされている。
３．シャープの構造改革
3.1 シャープの経営危機と構造改革
　シャープが再び経営危機に陥っている。2015年
３月期末に2233億円の赤字を出した。2015年５月
14日の中期経営計画発表 [7] の記者会見で、高橋興
三社長は「もはや聖域はない、不退転の挑戦を行
う！」と述べ、本社ビルの売却、カンパニー制の導
入、従業員24000人の約15% にあたる3500人の希
望退職からなる改革案を発表した。そこでは、会社
が目指すべき将来像、構造改革の方法、カンパニー
制の必要性などの具体的な説明・提案は一切なされ
なかった。計画発表に一縷の望みを抱いていた社員
には失望の様子が見られ、会見途中で退席した社員
のいることも報じられた。希望退職によって優秀な
社員が流出し、人的資源、重要情報の外部への流失
が危惧されている [8]。
　翌15日の新聞報道では、具体性がない構造改革
案に対する懸念が報じられている。読売新聞 [9]は、
「経営危機の主因となってきた液晶事業の社外への
分社化が先送りされたこと、経営危機脱却の道筋が
明確に示されていないことなど、将来に不安を残す
再建策である。」と報じている。15日の日本経済新
聞 [10] は、「価格競争の激しい中国市場での液晶頼
みの再建策では成長は望めず、具体性に乏しく、成
長戦略が見えない計画である。」と報じている。同
日の社説 [11] は、シャープ再建の迷走の要因に、
①シャープ経営陣のまとまりのなさ・リーダーシッ
プの混乱、②経営危機バネを利用したスピード感の
ある再生の欠如、③液晶以外にコア技術・コア事業
を持たない事業構造の厚みのなさ、を指摘している。
図 3　シャープの事業推移
出所：事業報告書に基づき著者作成
　シャープの営業成績を図３に示した。経営危機
は今回に始まったことではなく、これまでに2011
年度に3760億円、2012年度に5453億円、2014年
度に2223億円の赤字を出している。シャープは、
1952年（昭和27年）に国産第１号の白黒テレビ、
1966年（昭和41年）には国産初のターンテーブル
式電子レンジを、1973年には世界初の液晶電卓を
発表し、以後亀山ブランドで知られる液晶テレビを
発表し、日本の電機産業でも野心的な製品を発表す
る会社として知られてきた。以前から改革の必要性
が認識されながら、なぜこのような事態を招いたの
であろうか。
　シャープの経営危機については、新聞、雑誌、テ
レビなどのマスメディアで多くの報道・分析がな
されている [7]	~	[19]。経営危機が再燃してから１
年、2016年１月11日の日本経済新聞は、明らかに
なったシャープの経営再建策の概要を報じている
（[20]）。この記事では、シャープの自力再建の道が
放棄され、鴻海精密工業への買収交渉に焦点が移っ
たことが報じられている。なぜ、シャープは自ら
立案した構造改革案で自力再建を達成できなかっ
たのであろうか？この原因を明らかにすることは、
シャープのみならず、変化の時代にパラダイム転換
を迫られている日本の製造業にとっても重要であ
る。それゆえ、以下では、シャープの中期経営計画[7]
6 
 
␠㐳ߦᛮᠾߐࠇߚޕߎߩߎࠈޔC) ߩ㊀ⷐᕈߦ᳇ઃ
߈ޔᧂߛ߆ߟߡᧄᩰ⊛ߦታ⃻ߐࠇߡ޿ߥ߆ߞߚ C)
ߩน⢻ᕈࠍᒁ߈಴ߔ⹜ߺߦขࠅ⚵ࠎߛޕߘߒߡޔᚻ
ᴺࠍ⃻႐ߦㆡ↪ߔࠆ㓙ߦߪ̌ޔ ߘߩㇱ㐷ߩᕈ⾰߿ᢥ
ൻߦวࠊߖߚ⺞ᢛ̍߇ᔅⷐߦߥࠆߎߣ߽ቇࠎߛޕᣣ
↥ߩᡷ㕟ߢ C)7 ࠍᵴ↪ߔࠆߦ޽ߚߞߡߪޔߎߩ⚻
㛎ࠍᵴ߆ߒޔ࠻࠶ࡊߩ๮઎ߦࠃࠄߕߦ␠ຬ⥄ࠄ߇ᡷ
㕟᩺ߦ㑐ࠊࠆᣇᴺߢޔᣣ↥ߩ␠ຬߩఝ⑲ߥ⢻ജࠍᒁ
߈಴ߒޔࡕ࠴ࡌ࡯࡚ࠪࡦࠍ㜞߼ࠆᣇᴺࠍណ↪ߒߚߩ
ߛޕർ☨ࡒࠪࡘ࡜ࡦߢߩ⚻㛎߇ᣣ↥ߩ᭴ㅧᡷ㕟ߦᄢ
޿ߦ↢߆ߐࠇߡ޿ࠆޕ ᐕߦࡈ࡜ࡦࠬߩ࡞ࡁ࡯␠
ߦ೽␠㐳ߣߒߡࠬࠞ࠙࠻ߐࠇޔ࡞ࡁ࡯ߩౣᑪߦㄍ⣨
ࠍ߰ࠆߞߚޕ ᐕߦᣣᧄߦᵷ㆜ߐࠇࠆ߹ߢޔࡉ࡜
ࠫ࡞ޔ࡟ࡃࡁࡦޔࡈ࡜ࡦࠬޔࠕࡔ࡝ࠞߣ⇣ߥࠆᢥൻ
ࠍᷰࠅᱠ߈ޔᄙߊߩ࿎㔍ߥ໧㗴⸃᳿ߦ࠴ࡖ࡟ࡦࠫ♖
␹ࠍ߽ߞߡᚑഞࠍ෼߼ߡ߈ߚޕߎࠇࠄߩ⚻㛎߆ࠄޔ
ᓐߪ⇣ᢥൻࠍዅ㊀ߔࠆߎߣߩ㊀ⷐᕈࠍ⌀ߦℂ⸃ߒ
ߡ޿ߚޕߘߩߚ߼ޔᣣ↥ࠍ࡞ࡁ࡯ߩሶળ␠ߦߖߕޔ
ᣣᧄડᬺߩ․ᕈࠍ↢߆ߒߚᣣ↥߇࡞ࡁ࡯ߣࠪ࠽ࠫ
࡯ലᨐࠍ⊒ើߔࠆࠣࡠ࡯ࡃ࡞࡮ࡄ࡯࠻࠽࡯ࠪ࠶ࡊࠍ
⚿߱㆏ࠍㆬࠎߛߩߛޕ*OoEaOi]ation ߦ߅ߌࠆ
̌7KinN JOoEaOOy anG $ct OocaOOy̍ࠍᢥሼㅢࠅታ〣
ߒߡ޿ߚߣ޿߃ࠆޕ 
ࠧ࡯ࡦ␠㐳ߪࠣࡠ࡯ࡃ࡞⚻༡ߦߟ޿ߡᓐ⥄りߩ
⠨߃ߣߒߡޟࠣࡠ࡯ࡃ࡞⚻༡ࠍⴕ߁ߦߪޔࡆ࡚ࠫࡦ
߿ᣇะᕈߣ޿ߞߚ㝬ߩㇱಽߣޔࡊࡠ࠮ࠬ߿᳿ቯߣ޿
ߞߚ⡺૕ߩㇱಽ߇ᔅⷐߛޕ ਎♿ߩࠣࡠ࡯ࡃ࡞ൻᤨ
ઍࠍ↢߈ᛮߊߚ߼ߩࡔ࠶࠮࡯ࠫߣߒߡ̌ޔ ࠣࡠ࡯ࡃ
࡞ߥ⥰บߢᵴべߒߚ޿ߣ޿߁ࠦࡒ࠶࠻ࡔࡦ࠻ࠍᜬ
ߟߎߣ̍ޔ̌⥄ࠄߩવ⛔߿ᢥൻޔߘߒߡޔࠕࠗ࠺ࡦ
࠹ࠖ࠹ࠖ࡯ߦኻߔࠆ⹶ࠅࠍᜬߟߎߣ̍̌ޔ ⇣ߥࠆᢥ
ൻ߿Ꮢ႐ߦኻߒߡࠝ࡯ࡊࡦߢ޽ࠆߎߣ̍ޔߘߒߡᦨ
ᓟߦ̌ޔ ੱ㘃ߣߒߡߩࡄ࡯࠻࠽࡯ࠪ࠶ࡊᗵⷡࠍᜬߟ
ߎߣ ̍߇ᔅⷐߢ޽ࠆޕޠߣㅀߴߡ޿ࠆޕᄌൻߩᤨઍޔ
ࠣࡠ࡯ࡃ࡞ൻߩᤨઍߦ↢߈ࠆ⚻༡⠪ߦߪޔ⇣ᢥൻ⚻
༡ࠍ૕㛎ߒߚ⌀ߦࠣࡠ࡯ࡃ࡞ߥ⚻༡⠪߇ᔅⷐߣߐ
ࠇߡ޿ࠆޕ 
 
 ࠪࡖ࡯ࡊߩ᭴ㅧᡷ㕟 
 ࠪࡖ࡯ࡊߩ⚻༡ෂᯏߣ᭴ㅧᡷ㕟 
  ࠪࡖ࡯ࡊ߇ౣ߮⚻༡ෂᯏߦ㒱ߞߡ޿ࠆޕ ᐕ 
᦬ᦼᧃߦ  ం౞ߩ⿒ሼࠍ಴ߒߚޕ ᐕ  ᦬ 
ᣣߩਛᦼ⚻༡⸘↹⊒⴫[7]ߩ⸥⠪ળ⷗ߢޔ㜞ᯅ⥝ਃ␠
㐳ߪޟ߽ߪ߿⡛ၞߪߥ޿ޔਇㅌォߩ᜸ᚢࠍⴕ߁㧍ޠ
ߣㅀߴޔᧄ␠ࡆ࡞ߩᄁළޔࠞࡦࡄ࠾࡯೙ߩዉ౉ޔᓥ
ᬺຬ  ੱߩ⚂ ߦ޽ߚࠆ  ੱߩᏗᦸㅌ⡯
߆ࠄߥࠆᡷ㕟᩺ࠍ⊒⴫ߒߚޕߘߎߢߪޔળ␠߇⋡ᜰ
ߔߴ߈዁᧪௝ޔ᭴ㅧᡷ㕟ߩᣇᴺޔࠞࡦࡄ࠾࡯೙ߩᔅ
ⷐᕈߥߤߩౕ૕⊛ߥ⺑᣿࡮ឭ᩺ߪ৻ಾߥߐࠇߥ߆ߞ
ߚޕ⸘↹⊒⴫ߦ৻❞ߩᦸߺࠍᛴ޿ߡ޿ߚ␠ຬߦߪᄬ
ᦸߩ᭽ሶ߇⷗ࠄࠇޔળ⷗ㅜਛߢㅌᏨߒߚ␠ຬߩ޿ࠆ
ߎߣ߽ႎߓࠄࠇߚޕᏗᦸㅌ⡯ߦࠃߞߡఝ⑲ߥ␠ຬ߇
ᵹ಴ߒޔੱ⊛⾗Ḯޔ㊀ⷐᖱႎߩᄖㇱ߳ߩᵹᄬ߇ෂᗋ
ߐࠇߡ޿ࠆ[8]ޕ 
⠉  ᣣߩᣂ⡞ႎ㆏ߢߪޔౕ૕ᕈ߇ߥ޿᭴ㅧᡷ㕟
᩺ߦኻߔࠆ ᔨ߇ႎߓࠄࠇߡ޿ࠆޕ⺒ᄁᣂ⡞[9]ߪޔ
ޟ⚻༡ෂᯏߩਥ࿃ߣߥߞߡ߈ߚᶧ᥏੐ᬺߩ␠ᄖ߳
ߩಽ␠ൻ߇వㅍࠅߐࠇߚߎߣޔ⚻༡ෂᯏ⣕ළߩ㆏╭
߇᣿⏕ߦ␜ߐࠇߡ޿ߥ޿ߎߣߥߤޔ዁᧪ߦਇ቟ࠍᱷ
ߔౣᑪ╷ߢ޽ࠆޕޠߣႎߓߡ޿ࠆޕ ᣣߩᣣᧄ⚻ᷣ
ᣂ⡞[10]ߪޔޟଔᩰ┹੎ߩỗߒ޿ਛ࿖Ꮢ႐ߢߩᶧ᥏
㗬ߺߩౣᑪ╷ߢߪᚑ㐳ߪᦸ߼ߕޔౕ૕ᕈߦਲߒߊޔ
ᚑ㐳ᚢ⇛߇⷗߃ߥ޿⸘↹ߢ޽ࠆޕޠߣႎߓߡ޿ࠆޕ
หᣣߩ␠⺑[11]ߪޔࠪࡖ࡯ࡊౣᑪߩㅅ⿛ߩⷐ࿃ߦޔ
Ԙࠪࡖ࡯ࡊ⚻༡㒯ߩ߹ߣ߹ࠅߩߥߐ࡮࡝࡯࠳࡯ࠪ࠶
ࡊߩᷙੂޔԙ⚻༡ෂᯏࡃࡀࠍ೑↪ߒߚࠬࡇ࡯࠼ᗵߩ
޽ࠆౣ↢ߩᰳᅤޔԚᶧ᥏એᄖߦࠦࠕᛛⴚ࡮ࠦࠕ੐ᬺ
ࠍᜬߚߥ޿੐ᬺ᭴ㅧߩෘߺߩߥߐޔࠍᜰ៰ߒߡ޿ࠆޕ 
 
  
 
࿑ 3 ࠪࡖ࡯ࡊߩ੐ᬺផ⒖ 
಴ᚲ㧦੐ᬺႎ๔ᦠߦၮߠ߈⪺⠪૞ᚑ 
 
ࠪࡖ࡯ࡊߩ༡ᬺᚑ❣ࠍ࿑  ߦ␜ߒߚޕ⚻༡ෂᯏߪ
੹࿁ߦᆎ߹ߞߚߎߣߢߪߥߊޔߎࠇ߹ߢߦ  ᐕ
ᐲߦ  ం౞ޔ ᐕᐲߦ  ం౞ޔ ᐕᐲ
ߦ  ం౞ߩ⿒ሼࠍ಴ߒߡ޿ࠆࠪޕ ࡖ࡯ࡊߪޔ
ᐕ㧔ᤘ๺  ᐕ㧕ߦ࿖↥╙ ภߩ⊕㤥࠹࡟ࡆޔ
ᐕ㧔ᤘ๺  ᐕ㧕ߦߪ࿖↥ೋߩ࠲࡯ࡦ࠹࡯ࡉ࡞ᑼ㔚
ሶ࡟ࡦࠫࠍޔ ᐕߦߪ਎⇇ೋߩᶧ᥏㔚ථࠍ⊒⴫ߒޔ
એᓟ੉ጊࡉ࡜ࡦ࠼ߢ⍮ࠄࠇࠆᶧ᥏࠹࡟ࡆࠍ⊒⴫ߒޔ
ᣣᧄߩ㔚ᯏ↥ᬺߢ߽㊁ᔃ⊛ߥ⵾ຠࠍ⊒⴫ߔࠆળ␠
－ 28 －
をはじめとする諸資料から読み取れるこれまでの構
造改革の内容について分析する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3.2 構造改革での諸視点
(1) 企業経営上の視点
○ 変化の時代への洞察力
　一般的洞察力：技術、経済、社会、経営が急速か
つ広範に変化する時代では、Ritha	Magraith	[1]	が
指摘したように、変化は特別なものではなく常態で
あるという認識に立って、常に構造改革を模索し続
けることが大切である。新技術開発に成功しても競
合企業が数年後には自社技術に追いつき追い越すこ
とも珍しくないし、また、新規受注の獲得に成功し
ても市場の変化によって数年後には市場が奪われこ
とも十分起こり得る。一時の成功に安堵したり過信
したりすることなく、将来の起こり得る事態に冷静
に備えることが必要である。従来の考え方、方法に
安住していては変化の時代に生き残れないことを常
に意識して、前向きに行動することが変化の時代を
生き残る重要なポイントである。
　シャープは、液晶を一大産業に育て上げたという
プライドや過去の栄光にとらわれるあまり、社会・
技術・経済・経営で現在急速に生じつつある変化
の潮流を正しく洞察できずに、“ 自社の目指すべき
方向を見失っている ” ように見える。日経ビジネス
[14] では、これまでのシャープ着眼の誤謬を、「1.	
弛緩」、「2. 裏目」、「3. 過信」、「4. 帰結」、「5.	離れ
る人心・多難な再建策」というキーワードを用いて、
分析している。変化の時代に、永遠の競争優位は存
在し得ないことを銘記して、陳腐化する考え方やシ
ステムを改革し続けなければならない。
　産業構造・市場構造への洞察力：シャープは関連
する事業領域の産業構造と市場構造の変化への洞察
力を高め、的確な戦略・ビジネスモデルを構築すべ
きである。シャープが復活の頼みとしているスマー
トフォン事業がどのような産業構造上の特性を有
しているかを熟知したうえで、コモディティー化競
争に陥らない戦略を策定する必要がある。スマート
フォン事業は、自らの競争優位性を構築することで
価格競争に陥らないアップルのビジネスモデルを除
けば、基本的には、供給部品が標準化されることで
コモディティー化が進行し、価格競争に陥ってい
る事業である（6）。シャープの液晶事業の業績低下に
は、いろいろの理由が考えられよう。しかし基本的
には、経営再建を目指しているシャープがコモディ
ティー化した事業で収益を獲得しようとしたビジネ
スモデルそのものに誤りがあったと考えるべきであ
る。激しい競争下でめまぐるしく変動するスマート
フォン事業の産業構造や市場動向を洞察し、的確な
戦略に基づくビジネスモデルを構築できる専門能力
がシャープには必要であった。
　M.E. ポーター、竹内弘高は、彼らの著書 [21] で
日本企業が取り組むべき新たな 8つの課題の１つ
として競争戦略における弱点を次のように指摘して
いる：「日本企業は産業構造の果たす役割を完全に
無視している、産業構造と企業の戦略的ポジショニ
ングの相乗効果こそが収益を生み出すのだ。魅力的
でない産業に群がり、交渉力を顧客側に与え、参入
障壁を下げ、その結果、価格競争に陥っているのだ。」
このように考えると、シャープも自社が関わってい
る産業構造に関する認識を深め、変化する市場動向
を敏感に察知する必要があった。この点で、日本企
業は、外部環境の変化を組織的・継続的に分析して
いるサムスンなどの韓国企業の努力に学ぶ必要があ
ろう。
○ 将来ビジョン
　シャープの経営は“ビジョンなき経営”といえる。
今回の再建計画の発表では、シャープが将来進むべ
き道筋が何ら具体的に示されていなかった。社員の
精神と自主性に抽象的に訴えるだけでは全社員を一
致団結してこの難局に立ち向かわせることはできな
い。厳しい経営状況の中で社長の発言に一縷の光明
を見出そうとしていた志あるシャープの社員にとっ
ては、会社の将来ビジョンが何ら具体的に示されて
いない状態に失望し、途中で退席した人がいたこと
も報じられている。また、海外に赴任している社員
からもビジョンが示されないことによる先の見えな
い不安感が吐露されていた [19]。中期経営計画（構
造改革案）では、3500人の社員の希望退職、従業
員の給与カット、本社ビルの売却、社内カンパニー
制の採用などの改革案が発表された。志のある社員
が多数退職することで、優秀な人材が社外に流出す
る事態が懸念されている。優秀なシャープの退職社
員を中途採用しようとする国内外企業の慌ただしい
動静も報じられていた。こうした状況を観察してい
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て、日産のリバイバルプラン [3]	に取り組んだゴー
ン社長の「企業にとって、ビジョンは極めて重要で
ある。」という言葉が改めて思いだされた。これな
くして企業が構造改革に取り組むことは困難であ
る。
○ 構造改革におけるトップのコミットメント
　既に指摘したように、シャープには液晶を一大産
業に育て上げたというプライドや過去の栄光にとら
われるあまり、社会・技術・経済・経営で現在急速
に生じつつある変化の潮流を正しく洞察できずに、
“ シャープの目指すべき方向を見失っていた ” よう
に見える。外部環境に対して閉鎖的になっていたの
だ。“ 経営危機がどのようにして生じたか、現在、
シャープがどのような状態に置かれているかを正確
に認識すること ” が構造改革の “ 初めの一歩 ” なの
だ。しかし、シャープには、残念ながら、社長以下
経営トップが自らコミットする形で、１～２年を費
やして原因究明に真剣に取り組んだ形跡が読み取れ
ない。ゴーン社長が日産の改革で述べている通り、
「自らコミットするということは、失敗をしたら責
任を取る覚悟ができていなければならないというこ
と」を意味する。富士フイルムの古森重隆社長も彼
の著書 [22] で「構造改革が失敗するか成功するか
は、文字通りトップによる真剣勝負の闘いなのだ。」
と、述べている。
○ 技術開発における自前主義への固執とマーケティ
　 ング志向の欠落
　シャープは技術開発に関して自前主義の強い会社
であるといわれている。競争優位性のあるコア技術
の開発は重要であるが、技術的に優秀なものを開発
したからと言って商品が売れる時代ではないのだ。
顧客が真に欲している付加価値の高い商品を提供す
ることが収益を上げるために必要である。そのため
には、技術開発成果を収益に結びつけるためにマー
ケティングを重視した新商品開発・新事業開発が必
要になる。消費者の利便性・ニーズを高めた新しい
コンセプトの商品開発はできないであろうか。液晶
技術を水平展開して異なった事業に応用できないで
あろうか。このような新商品・新事業の開発では、
マーケティングの視点からの応用技術開発が必要に
なる場合が多い。必ずしも斬新な技術を必要としな
いのだが、収益を確保するためには重要なのだ。
○ 成長戦略の構築に向けた既存技術の棚卸と新事
　 業ドメインの構築
　成長戦略を構築するにあたっては、過去の反省を
踏まえた将来展望、つまり、既存技術をはじめとす
る経営資源の棚卸と新事業ドメインの構築が必要不
可欠である。シャープにはこのプロセスが完全に欠
落し、液晶パネルの需要をどうすれば増やせるかと
いう目先の対応策に追われ、根本的な分析を踏まえ
た長期的な成長戦略を構築できなかった。この点を
明確にするために、前研究 [2] の分析事例で記述し
た経営資源の棚卸に関する富士フイルム古森社長自
身の記述を紹介する：『富士フイルムは新たな成長
戦略を構築するために、写真フィルム事業で蓄積さ
れた銀塩技術を基盤とした様々な既存技術の棚卸と
新事業のドメインの探索が、社長自らの陣頭指揮に
より徹底的に行われた。その結果、１年半がかりで
漸く４象限マップ（[22],	p.61 参照；掲載許可を得
て[2]の図４に引用）が生み出された。これをもとに、
「勝てる」ではなく「勝ち続けられる」という基準
のもとで、既存事業の強化と新事業創出の２つの視
点から、[2] の表１に示される新事業領域の選択が
なされた。』シャープには構造改革に対するこのよ
うなトップの強力なコミットメントの下での血の滲
むような努力の痕跡が全く見出せなかった。
(2) 意思決定上の視点
○ 産業構造・市場構造変化の洞察力不足と経営資
　 源棚卸の欠落に起因する意思決定の失敗
◆長期ビジョンに支えられた安定性・信頼性のある
戦略の構築
　経営陣の内輪もめ、主導権争いが続き、液晶と太
陽電池のどちらを優先するか、どこの企業と提携す
るかなど、重要な経営戦略に一貫性がなく、意思決
定の混乱を露呈していた。その背景には、経営資源
の棚卸にもとづく自社の強みと弱み、将来ビジョン
の策定、合理的・長期的な成長戦略	が描けていな
かったことがある。その結果、スマートフォン事業
が黒字になったといっては喜んで楽観的になり、一
転して赤字になったといっては大慌てをして、一貫
性のない場当たり的な方策に翻弄されていた。それ
までに築いてきた取引企業との大切な信頼関係を損
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なってはいなかったであろうか。将来性があるとは
到底思えないスマートフォン事業の成長にシャープ
の再生を託しているように見えたが、それで本当に
シャープの再生が果たせると考えたのだろうか。ス
マートフォン事業がどのような産業特性・市場特性
を持っているか、どのようなリスクを抱えているか、
２年後、３年後、５年後にはどうなるかなどを冷静
に分析しなければならなかった。
◆堺工場への設備投資の失敗
　シャープの液晶事業の失敗の要因となった堺工場
の設備投資の失敗の経緯を、元シャープで太陽電池・
液晶事業の研究開発に従事していた中田行彦	立命
館アジア太平洋大学教授の著書 [13] と、テレビ報
道 [19] に基づいて明らかにする。
　シャープは、2008年度に1258億円の赤字、2011
年度には3760億円の赤字、2012年度には 5453億
円の赤字を計上した。2008年度の赤字はリーマン
ショックによるものだが、2011年度～ 2012年度
の赤字は堺工場への過剰な投資によるものであっ
た。シャープが亀山工場の薄型液晶テレビ「AQUOS」
の販売で絶頂期にあった2007年当時、国内市場
シェアは 50％弱とトップシェアであった。しかし、
液晶テレビの世界販売では、１位がサムソンの約
20％弱、２位がソニーの約14％弱、３位が LG の
約10％弱、４位がシャープの約９％であった。液
晶テレビの日本国内市場は完全にガラパゴス化して
いたのだ。しかし、好調な国内市場販売に支えられ
て、シャープは第10世代の大型液晶（亀山第 1工
場は第６世代、同第２工場は第８世代のガラス基板
を使用）を生産する堺工場の建設に踏み切ったので
ある（7）。日本市場がガラパゴス化していることに気
付かずに、技術優先主義によって高性能大型液晶テ
レビが世界のグローバル市場でも競争優位性を有す
る市場を形成するという誤った見通し（テレビ市場
はすでに、コモディティー化現象が進行していた）
の下に、大規模な設備投資に踏み切ったのだ。シャー
プが技術優先主義に走り、グローバル市場の潮流を
十分に把握できていなかったことから生じた戦略的
設備投資の失敗例であった。
　変化の時代では、技術革新、グローバル化、競争
環境の変化、消費者意識の変化などによって、産業
構造・市場構造は急速に変化しつつある。企業は産
業構造・市場構造の変化の潮流を的確に把握し、パ
ラダイム転換を図り生き残ることが重要となる。
◆赤字事業への抜本的な対応策の欠如
　M.E. ポーターと竹内弘高は、著書 [21] で日本企
業が取り組むべき新たな諸課題の１つに独自性のな
い戦略を指摘している。日本企業はあらゆる顧客の
あらゆるニーズに応えようとするあまり、独自性を
失ってきた。日本企業には既存のビジネス関係の維
持を重視し、収益性を厳しく問う姿勢が欠如してい
る。赤字事業であっても従業員の雇用を確保すると
いう配慮から、思い切った事業の整理・撤退に踏み
切れない。収益性を重視する株主の力が強く、利益
が上がらなければトップが交代しなければならない
米国流の厳しい経営とは事情が違う。収益性よりも
市場シェアを重視する発想から、何ら競争優位性を
持たなくても将来有望といわれた分野に一斉に参入
し、同質競争における低価格競争で、収益悪化・業
績悪化に陥る。シャープは、コモディティー化が進
行していた液晶事業で経営再建を試みるという産業
構造・市場構造の実態を無視した政策に固執する重
大な誤りを犯した。唯一信頼できる指標は収益性で
あることを銘記して、事業構造を転換し続ける決断
が必要であったのだが。
○ オープンイノベーションの積極的推進
　現代の技術は複雑化しているから、１つの商品に
複数の技術が使用される場合が多い。これらの複合
技術は異種技術で構成される場合が多いから自社単
独で商品開発・事業開発ができないため、オープン
イノベーション [23] による商品開発・事業開発が
必要になる。複数の強力な技術が商品開発・事業開
発に使用される場合には、その競争優位性は単独技
術よりも高まる。シャープは外部技術を積極的に活
用した事業展開（オープンイノベーション）を行う
必要もあった。異種技術で他社とアライアンスを組
むことによって、事業領域を広げたり、競争優位性
を高めたり、投資コストの負担や投資リスクを低減
させることが必要とされた。
○ 経営資源（技術、商品・設備、人財、知財など） 
　 の棚卸の必要性
　シャープのこれまで蓄積した経営資源によって、
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他社と差別化され得るどのような新技術、新事業の
開発が可能かを徹底的に分析しなければならなかっ
た。構造改革に成功した富士フイルムは、21世紀
に企業がトップであり続ける企業ビジョンを掲げ
て、経営資源の棚卸という困難な作業をやり遂げて
いるのだ [22]。残念ながら、シャープには、経営
危機に直面した2011年から現在に至るまで、経営
資源の棚卸という困難な作業がなされた形跡が見当
たらない。経営資源の棚卸にあたっては、社長以下
経営トップのコミットメントとリーダーシップの下
で、技術と市場を俯瞰できる目利きを含む、そして、
部門の垣根を超えた若い有能な社員を結集した “ 改
革組織 ” を立ち上げ、シャープが将来進むべき道を
模索する必要があった。シャープはかつて、社長直
轄の全社的な緊急プロジェクトチームによって顧客
目線に立った斬新な商品開発を行ってきた歴史を持
つ。こうした知識・経験を踏まえてシャープの進む
べき将来ビジョンを早急に構築すべきであった。
　シャープは、度々のリストラによって優秀な社員
が他企業に流出している。外国企業に引き抜かれた
社員もかなりいたであろう。今回発表されたリスト
ラ策に対して、国内・国外企業がシャープの退職社
員を大量に雇用しようとする動きも報告されてい
る。社員の頭脳に宿る技術情報・経営情報は、シャー
プの重要な経営資源である。シャープは長引く構造
改革によって人的資源の流出が続き、その体力をじ
わじわと消耗させていった。将来性のある若い優秀
な社員が希望をもって働くことができるような将来
ビジョン、新技術開発、新事業開発の方向性を早急
に打ち出す必要があった。
(3) 構造改革における実践上の視点
○ トップ自らのコミットメントと構造改革に関する
　 責任の明確化
　これまでの構造改革案では、債権をどう回収する
かという財務的な再建計画が主で、会社をどのよう
な内容で再建させるのか、どのようなロードマップ
で再建を進めるかの具体的な提案が何ら示されてい
なかった。抜本的な構造改革は、決意と努力と相
当の期間を要する困難な仕事である。失敗したら経
営トップが全員辞職するという不退転の決意で、自
ら汗を流して改革にコミットすることが必須であっ
た。構造改革には賞味期限がある。日産自動車、富
士フイルムなど構造改革を成し遂げた企業事例でも
明らかなように、全社員が一丸となって改革を進め
るためには、経営トップ全員が自ら改革に参加す
る「トップのコミットメント」の下で、期限を切っ
て改革を断行することが重要であることを示してい
る。シャープにはこれが欠けていた。
○ 企業文化と社風
　シャープの経営信条は「和は力なり、ともに信じ
て結束を」であった。「かつては顧客ニーズに敏感
で優れた新商品を開発していたが、いつの間にか、
独りよがり、現状に満足し努力を怠るようになった」
との元社員の指摘も聞かれる。「部門間を超えたコ
ミュニケーションも少なく閉鎖的である、また、トッ
プが長く経営に君臨していたために責任追及を恐れ
て悪い情報を上げない社風になった」との声も聞か
れる。今回の経営危機でも、トップが直前まで深刻
な事態を把握していなかったという信じ難い状況も
報告されていた。
◆中堅幹部や若い社員がコミットできる構造改革の
仕組み
　中期経営計画（構造改革案）は一握りの経営トッ
プのみで策定されているのではないかという懸念が
持たれる。斬新な意見をもった若い優秀な社員が構
造改革に参加できるような “ 構造改革のためのしく
み ”が構築されていたのであろうか。
◆部門の壁を越えた社員のコミット
　著者らは、TV 報道 [8] で紹介された新たな商品
開発への模索が単に一部門内で試みられるのではな
く、全社を通じて部門横断的に（特に、マーケティ
ング部門の参加のもとに）実行されることが必要で
あろう。カンパニー制の採用に関する詳細な説明は
明らかではないが、事業構造に対応した組織に再編
し、責任を明確にするとの狙いが込められているよ
うである。しかし、事業構造の内容も曖昧だし、カ
ンパニー間の連携をどのように達成するのかに関す
る本社の果たす役割にも、何ら言及がなされていな
かった。
3.3　シャープの構造改革の諸課題
◆経済、社会、市場、消費者など激しく変化しつつ
ある外部環境の絶えざる洞察の必要性
◆変化の時代におけるパラダイム転換の重要性の認識
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◆産業構造・市場構造の深い洞察と自社のポジショ
ニングの必要性
　スマートフォン事業の産業特性・市場特性を見抜
けなかった。スマートフォン用液晶は基本的にはコ
モディティー化の著しい製品であり、市場変動によ
るリスクが大きい。受注に成功したとしても次回に
受注を獲得できる保証はないのである。　
◆将来ビジョンの明確化
　自社がどのような将来ビジョンを掲げて経営を行
うべきかを明示することが必要であった。
◆経営資源（技術、商品、組織・人材、情報・シス
テム）の棚卸の実施と成長戦略の策定
　新たなビジネスの可能性を担当技術部門だけで探
索するのではなく、マーケティング部門を巻き込ん
だ全社横断的な経営資源の棚卸が必須であった。コ
ア技術に厚みをつける技術の水平展開、技術と市場
両面からのアプローチによる収益性の向上（優秀
な技術力を経営力に変換するマーケティング力の強
化）、異種技術との連携、持続可能な戦略の構築など。
◆技術至上主義・自前主義からの脱却　
　製造、マーケティングも取り込んだ製品開発と事
業展開、オープンイノベーションの模索、部門間セ
クショナリズムやタコツボ経営からの脱却。
◆これまでの経営危機を招いた原因の総括と全社員
による課題意識の共有
◆構造改革におけるトップのコミットメントの重要性
　構造改革を自ら不退転の姿勢でやり抜く、失敗し
たら潔く責任を取るという覚悟を外部に公表して、
トップが自ら率先して構造改革に取り組むことの必
要性。構造改革の進め方を明らかにして、全社員に
周知徹底させる必要性。
◆整合性のある迅速な意思決定ができるしくみの構
築の必要性
◆部門を超えて全社員がコミットする構造改革案の
作成と仕組みの構築
◆時代の潮流を見据えた新たな構造改革への挑戦
　シャープが構造改革に戸惑っている間に現在起こ
りつつある外部環境変化（IoT・インダストリー 4.0、
人工知能など）を見据えた企業の将来ビジョンを策
定する必要性。
4．パラダイム転換への重要な視点−日産と
　  シャープの構造改革から学ぶ−	
　本章を考察するにあたって、日産（自動車産業）
とシャープ（電機産業）の産業特性を比較する。
　自動車産業は、総合組み立て産業であり、部品・
資材・組み立てからなる裾野の広い産業によって構
成されている。技術はハイブリッド技術や燃料電池
などの環境技術、センサーや GPS を含む情報・通
信・自動運転技術、炭素繊維などの新素材技術など
で、技術開発に関する激しい開発競争が繰り広げら
れている。先進国の市場は飽和状態にあるため、発
展途上国の拡大する市場の潜在需要をどのように取
り込むかで、途上国、先進国を交えた激しいグロー
バル競争が展開されている。電機産業は、半導体技
術、液晶技術、情報技術、新素材技術、センサー技術、
ロボット技術などの多様な技術が関わり、それらを
利用した多様な技術開発、製品開発が B	to	B、B	to	
C で行われている。どの分野の商品開発をターゲッ
トにするかによって、市場構造は異なってくる。
　一般に、これらの領域の技術進歩は激しく、それ
だけに、技術・商品の陳腐化も激しい。情報技術を
ベースとする電子部品技術は部品の標準化によって
コモディティー化に陥りやすく、商品の低価格競争
を招きやすい。技術や市場環境の変化によって競争
状態は激変するから、当該商品の技術開発が市場構
造にどのようなインパクトを与えるかに対応して、
経営戦略を構築する必要がある。そのため、技術や
市場の変化を絶えず洞察し、将来の動向を見据えた
長期的戦略を構築する必要がある。
　日産とシャープの構造改革については、日産が経
営危機に直面してルノーとの提携に至った後のゴー
ン社長の構造改革を、シャープでは2011年以降の
経営危機に対する高橋興三社長の一連の構造改革、
特に、2015年５月の中期経営計画以降の内容を中
心に、自力再建を断念するまでのシャープの構造改
革の現状と課題を分析する。
　分析にあたっては、外部環境変化の認識（変化の
時代、当該産業の環境変化、パラダイム転換、経営
危機の構造的・体系的分析）、構造改革に向けた実
践的・現実的対応（仕組みの構築：改革への取り組み；	
経営：将来ビジョン、トップのコミットメント、利
益志向、技術と市場、開かれた経営、構造改革への
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取り組み）、企業文化・風土：責任意識の徹底、従
来思考からの脱却、部門間連携の重要性、従業員の
モラール；意思決定：経営戦略、迅速性、責任の明
確化、不採算部門への対応）のキーワードが使用さ
れている。
　分析結果は、表１に示す構造改革に対する日産と
シャープの対応に要約される。シャープは現時点で
構造改革が完了していないが、自力再建ができな
かったという意味で、経営トップ主導による構造改
革が失敗したと理解することができる。また、構
造改革の中身が公表されていないので、あくまで
も、利用可能なデータに基づいた分析である。日産
とシャープは異業種であるため厳密な比較は難しい
が、構造改革を決定づける重要な要因に対する対応
の違い（特に、日産との比較を通じてシャープの構
造改革の失敗の原因）が明らかになっている。
　ゴーン社長就任以前の日産の改革では、経営陣は
変化の時代を認識しつつも、自社で構造改革を実施
する能力を有していなかったことを自覚していた。
こうした経営危機を当時の経営陣は深刻に反省し、
自力再建を断念し欧米企業の支援を受けることを、
トップ自らが決断したのだ。外部企業の支援を求め
る決断は、経営構造改革を実施する１つのパラダイ
ム転換であった。こうした決断があったからこそ、
海外企業の異文化経営を体験したゴーン社長による
日産の経営危機の構造的・体系的分析が効果的にな
され得た。日産が自力再建による構造改革に固執し
ていたとしたら、こうした多様な視点を交えた体系
的分析は困難であったであろう。構造改革を実施す
るに当たってルノーと日産の連携の形を構築するこ
とが必要になったが、ゴーン社長はこれを先ず最初
に手掛け、ルノーの幹部が日産の経営に参加する仕
組みを構築した。そして、提示された重要な複数の
課題に対して、日産の社員自身が CFT の下で、与
えられた課題を解決する仕組みを構築した。改革で
は、現場に精通する日産の社員自身が自ら考え、異
なる専門分野の人たちとコミュニケーションを図り
ながら、自らの能力を発揮できる方法を採用したの
だ。日産の社員のモチベーションを高め、彼らの能
力（ゴーン社長は日産社員の高い能力を認めている）
12 
 
 
 
 
 
ߣหᤨߦޔ⽿છᗧ⼂ߩᔀᐩޔㇱ㐷㑆ㅪ៤ߩ㊀ⷐᕈߥ
ߤޔᓥ᧪ᕁ⠨߆ࠄߩ⣕ළࠍ⋡ᜰߒߚડᬺᢥൻ࡮㘑࿯
ߩᡷ㕟ߦขࠅ⚵ࠎߛޕડᬺᢥൻ࡮㘑࿯ߩᡷ㕟ߪޔ⚵
❱ᡷ㕟ߛߌߢߪ߁߹ߊ޿߆ߕᗧ⼂ᡷ㕟߇㊀ⷐߢ޽
ࠆߎߣࠍޔࠧ࡯ࡦ␠㐳ߪℂ⸃ߒߡ޿ߚߩߛޕ 
ᗧᕁ᳿ቯߢߪޔ⽿છߩ᣿⏕ൻࠍ࠻࠶ࡊ⥄ࠄ߇ⴕേ
ߢ␜ߔߎߣ㧔࠻࠶ࡊ⥄ࠄߩ᭴ㅧᡷ㕟ߦኻߔࠆ⽿છࠍ
౏⸒ߔࠆߎߣ㧕ߢޔో␠ຬߦߘߩ㊀ⷐᕈࠍ⚊ᓧߐߖ
ߚޕㇱ㐷㑆ㅪ៤ޔડᬺ㑆ㅪ៤ߢߪޔⷞὐߩ㆑߁ᄙ᭽
ߥኾ㐷ኅߣߩ੤ᵹ߇㊀ⷐߢ޽ࠆߎߣࠍℂ⸃ߒߡ⾃
߁ࠃ߁ߦߒߡ޿ࠆޕᣣᧄડᬺߩᗧᕁ᳿ቯߪㆃ޿ߎߣ
߇ᒙὐߢ޽ࠆߣ⸒ࠊࠇߡ߈ߚ߇ޔࠧ࡯ࡦ␠㐳ߪޟᣣ
↥ߩ᭴ㅧᡷ㕟ߦᦼ㒢ࠍ⸳ߌߡ㆐ᚑߔࠆߎߣޔ߽ߒ߽
㆐ᚑߢ߈ߥ߆ߞߚ႐วߦߪޔ⚻༡࠻࠶ࡊ߇ోຬㄉછ
ߔࠆߎߣࠍ౏⴫ߒߚߩߛޕᦼ㒢ࠍ᣿⏕ߦቯ߼ߚ᭴ㅧ
ᡷ㕟ߦࠃߞߡޔ␠ຬోຬ߇ߎࠇߦะ߆ߞߡోജࠍ௑
ᵈߒޔ᭴ㅧᡷ㕟ࠍᚑഞߐߖߚޕޟ㋕ߪᾲ޿߁ߜߦ㎊
߃ࠈޠߩ⻊ㅢࠅޔ‛੐ࠍᚑߒㆀߍࠆߦߪầᤨ߇޽ࠆ
ߎߣޠࠍりࠍ߽ߞߡታ〣ߒߚޕ 
 ࠪࡖ࡯ࡊߩ᭴ㅧᡷ㕟ߢߪޔᄌൻߩᤨઍߩ৻⥸⊛⹺
⼂ߣᒰ⹥↥ᬺ࡮੐ᬺߩỗߒ޿ᄌൻߩታᘒࠍ⹺⼂ߢ߈
ߡ޿ߥ߆ߞߚޕ⥄೨ਥ⟵ߦၮߠߊᛛⴚ஍㊀ߩᆫ൓ߦ
࿕ၫߔࠆ૛ࠅࠟޔ ࡜ࡄࠧࠬൻߒߚᣣᧄᏒ႐ࠍ㒰ߊ਎
⇇ߩᏒ႐ߢ૗߇⿠ߎߞߡ޿ࠆ߆ࠍ⷗ᭂ߼ࠆޟᄌൻߩ
ᤨઍࠍᵢኤߔࠆಽᨆജޠ߇ᰳ⪭ߒߡ޿ߚޕߘߒߡޔ
ᄌൻߩᤨઍࠍ⊛⏕ߦ⹺⼂ߢ߈ߡ޿ߥ߆ߞߚߚ߼ޟၮ
ᧄ⊛ߥ⚻༡ߩᨒ⚵ߺ㧔ࡄ࡜࠳ࠗࡓ㧕ࠍォ឵ߔࠆߎߣ
߇⚻༡ߦߪᔅⷐਇนᰳߢ޽ࠆޠߣ޿߁⊒ᗐ⥄૕ߦߪ
೔ᐩᕁ޿߽෸߫ߥ߆ߞߚߩߢ޽ࠈ߁ޕᒰ㕙ߩࠬࡑ࡯
࠻ࡈࠜࡦ↪ߩᶧ᥏੐ᬺࠍ┙ߡ⋥ߖࠇ߫⚻༡ෂᯏߪ
ਸ਼ࠅಾࠇࠆߣኈᤃߦ⠨߃ߡ޿ߚࠃ߁ߢ޽ࠆޕ߹ߒߡ
߿ޔ ਎♿ߩࠪࡖ࡯ࡊࠍߤߩࠃ߁ߥ዁᧪ࡆ࡚ࠫࡦߢ
⚻༡ߔࠇ߫ࠃ޿߆ߣ޿߁ߎߣߦߪ೔ᐩᕁ޿߽෸߫
ߥ߆ߞߚޔ޽ࠆ޿ߪޔߘߎ߹ߢ⠨߃ࠆ૛⵨߇ߥ߆ߞ
ߚߩߢ޽ࠈ߁ޕࡄ࡜࠳ࠗࡓォ឵ߩᔅⷐᕈࠍߘࠇ߶ߤ
ᷓೞߦฃߌᱛ߼ߡ޿ߥ߆ߞߚ⚻༡࠻࠶ࡊߪޔ⚻༡ෂ
ᯏࠍ᜗޿ߚ⻉ේ࿃ߩᛮᧄ⊛࡮૕♽⊛࡮᭴ㅧ⊛ಽᨆࠍ
ో␠ߩ✚ജࠍ⚿㓸ߒߡታᣉߔߴ߈ߢ޽ߞߚߩߦޔߘ
ߩࠃ߁ߥദജ߇ᛄࠊࠇߚ∥〔ߪోߊ⷗ᒰߚࠄߥ߆
ߞߚߩߢ޽ࠆޕᣣ↥ߪ⇣ᢥൻ⚻༡ߩ⼾ንߥ⚻㛎ࠍ᦭
ߔࠆࠧ࡯ࡦ␠㐳ߩ࡝࡯࠳࡯ࠪ࠶ࡊߩਅߢޔን჻ࡈࠗ
࡞ࡓߪฎ᫪␠㐳ߩᒝജߥ࡝࡯࠳࡯ࠪ࠶ࡊߩਅߢߎ
ࠇࠍⴕ޿ޔ᭴ㅧᡷ㕟᩺ߩ╷ቯߦߟߥߍߡ޿ߞߚޕߎ
ࠇߣߪኻᾖ⊛ߦޔ⚻༡ෂᯏࠍ᜗޿ߚ⻉ේ࿃ߩ᭴ㅧ
⊛࡮૕♽⊛ಽᨆࠍᕃߞߚߎߣ߇ࠪࡖ࡯ࡊߩએᓟߩ᭴
ㅧᡷ㕟߳ߩ⥌๮⊛ߥᰳ㒱ߣߥߞߡ޿ࠆߎߣࠍޔ⪺⠪
⴫㧝 ᭴ㅧᡷ㕟ߦኻߔࠆᣣ↥ߣࠪࡖ࡯ࡊߩኻᔕ 表１ 構造改革に対する日産とシャープの対応
－ 34 －
を最大限に引き出す方策を採用した。ゴーン社長は
日産の経営（マネジメント）の弱点として、企業ビ
ジョンの欠落、トップのコミットメントの必要性、
利益志向（原価志向を含む）の欠如、顧客志向の欠
落などを指摘し、全社員に自社の置かれている危機
的状況を認識させつつ、CFT の課題解決でそれらを
徹底させていった。
　企業文化・風土の改革は企業では最も困難な仕事
であるが、日本型経営の典型的な年功序列・人事評
価システムを欧米流に改める組織改革を断行すると
同時に、責任意識の徹底、部門間連携の重要性など、
従来思考からの脱却を目指した企業文化・風土の改
革に取り組んだ。企業文化・風土の改革は、組織改
革だけではうまくいかず意識改革が重要であること
を、ゴーン社長は理解していたのだ。
　意思決定では、責任の明確化をトップ自らが行動
で示すこと（トップ自らの構造改革に対する責任を
公言すること）で、全社員にその重要性を納得させ
た。部門間連携、企業間連携では、視点の違う多様
な専門家との交流が重要であることを理解して貰う
ようにしている。日本企業の意思決定は遅いことが
弱点であると言われてきたが、ゴーン社長は「日産
の構造改革に期限を設けて達成すること、もしも達
成できなかった場合には、経営トップが全員辞任す
ることを公表したのだ。期限を明確に定めた構造改
革によって、社員全員がこれに向かって全力を傾注
し、構造改革を成功させた。「鉄は熱いうちに鍛え
ろ」の諺通り、物事を成し遂げるには潮時があるこ
と」を身をもって実践した。
　シャープの構造改革では、変化の時代の一般的認
識と当該産業・事業の激しい変化の実態を認識でき
ていなかった。自前主義に基づく技術偏重の姿勢に
固執する余り、ガラパゴス化した日本市場を除く世
界の市場で何が起こっているかを見極める「変化の
時代を洞察する分析力」が欠落していた。そして、
変化の時代を的確に認識できていなかったため「基
本的な経営の枠組み（パラダイム）を転換すること
が経営には必要不可欠である」という発想自体には
到底思いも及ばなかったのであろう。当面のスマー
トフォン用の液晶事業を立て直せれば経営危機は
乗り切れると容易に考えていたようである。まして
や、21 世紀のシャープをどのような将来ビジョン
で経営すればよいかということには到底思いも及ば
なかった、あるいは、そこまで考える余裕がなかっ
たのであろう。パラダイム転換の必要性をそれほど
深刻に受け止めていなかった経営トップは、経営危
機を招いた諸原因の抜本的・体系的・構造的分析を
全社の総力を結集して実施すべきであったのに、そ
のような努力が払われた痕跡は全く見当たらなかっ
たのである。日産は異文化経営の豊富な経験を有す
るゴーン社長のリーダーシップの下で、富士フイル
ムは古森社長の強力なリーダーシップの下でこれを
行い、構造改革案の策定につなげていった。これと
は対照的に、経営危機を招いた諸原因の構造的・体
系的分析を怠ったことがシャープの以後の構造改革
への致命的な欠陥となっていることを、著者らは指
摘したい。シャープの構造改革は事実上、ここで頓
挫したと言えよう。「良いものを作れば売れるのだ」
という経営感覚を優先しすぎ、「顧客が望むものを
作らない限りいいものを作っても売れない」という
現実を無視したのだ。そこでは、市場志向・マーケ
ティング志向、さらには、経営志向が欠落していた。
技術と市場の両輪によって経営がなされるという経
営の本質を理解できていなかった。優秀な技術力を
経営力に変換するマーケティング力、さらには、分
析力を含む経営能力がシャープには欠落していた。
シャープの経営危機と構造改革の頓挫（自力再建の
断念）は、視野の狭い技術偏重志向から生じたシャー
プ経営の構造上の欠陥から生じていたと言えよう。
　
５．むすび
　日産、シャープの構造改革は、当初、どちらも自
力再建を目指していた。日産は当時の経営陣が構造
改革で悪戦苦闘したあげく、自力再建による構造改
革を断念しルノーとの提携に踏み切った。パラダイ
ム転換ともいえる当時の経営トップの決断が経営危
機打開の１つの転機になったと言える。日産の構造
改革の成功は、ルノーとの提携、正確にいえば、ゴー
ン・ルノー副社長が社長として日産に派遣されたこ
とによるものであった。ゴーン副社長を日産の社長
に迎えたことは日産にとって幸運であった。なぜな
らば、彼はブラジル、レバノン、フランス、アメリ
カと異なる文化を渡り歩き、多くの困難な問題解決
にチャレンジ精神を発揮して成功を収めてきた経験
から、異文化を尊重することの重要性を真に理解し
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ていた。そのため、日産をルノーの子会社にせず、
日本企業の特性を生かしながら日産がルノーとシナ
ジー効果を発揮できるような、グローバル・パート
ナーシップを結ぶ道を選んだのだ。日産の経営危機
の構造的分析には、ゴーン社長自身の多彩な企業経
験と異文化理解に対する強い信念が反映されてい
る（8）。
　シャープは自力再建の道を選択して結果として頓
挫した。液晶技術を開発したという自負から自前主
義一辺倒に陥り、技術と市場の両側面を同時に追求
する広範かつ多様な視点を欠いた。経営危機に対し
ては「改革を成功させることがトップの責任である」
と公言してトップの地位に座り続けた。ならば、トッ
プのリーダーシップのもとに全社員を結集して「経
営危機の構造的分析（経営資源の棚卸）」を１～２
年かけても断行すべきであった。構造改革の分析で
は、技術と市場の両側面からなされるべきであった
ろう。もしも、これによって、シャープの強みと弱
みが技術と市場（マーケティング）の両面から認識
されたならば、シャープが21世紀に成長するため
の将来ビジョンも描かれていたであろう。シャープ
の改革が今後どのようになるかは不明であるが、い
ずれにせよ、経営危機の構造的分析と将来ビジョン
はシャープにとって今後も必要不可欠であろう。著
者らは、前研究と本研究で、コダック、富士フイルム、
日産、シャープの事例を分析してきたが、構造改革
に直面している日本企業はこれらの事例分析を参考
にしながら、自らの経営を再建する必要があろう。
注
⑴　成功企業の事例はそれほど多くはないが、利用
できる事例は存在する。失敗企業の事例はかなり存
在していると思われるが公表されないために、利用
可能な事例は少ない。しかし、経営破綻した企業に
代わって、経営危機に直面し再建中の企業の事例
を対象にすることで、これに替えることが可能であ
ろう。本研究は、パラダイム転換に成功した企業と
して日産自動車を、経営再建に失敗した企業として
シャープを取りあげることにする。
⑵　提携の詳細内容は [3] の邦訳、p.42,	資料 2-3	
を参照のこと。財務面の提携のほかに、経営面では、
ルノーが日産のトップマネジメントの要職を占める
こと、双方の上級幹部で構成されたグローバル提携
委員会が意思決定にあたること、業務面では、両社
のプラットフォームの統合と共通部品の利用、技術
共同開発（ディーゼルエンジン）、中南米市場で両
社が構築している製造・販売インフラの相互利用、
日産が保有する技術（CVT・4WDシステム）の供給、
日仏国外共同市場での共同マーケティングの実施が
結ばれた。
⑶　現場重視の考え方についてはミシュラン入社時
の経験に負うところが大きい。これについては 2.3
節を参照のこと。
⑷　クロスファンクショナル・チームの重要性は北
米ミシュランでの経験にもとづくものだが、これに
ついは 2.3 節を参照のこと。
⑸　シンプルであることの重要性は、2.3 節を参照
のこと。
⑹　シャープがスマートフォン事業で苦戦している
状況は次のとおりである：液晶パネルでは、タッ
チパネルと液晶を 1枚のパネルに集約することに
より、薄型化とコストダウンを両立させる新技術
“インセル ” に関して、受注獲得競争が生じていた。
シャープはインセルの開発で量産に先行したジャパ
ンディスプレー（JDI）に後れを取った。シャープ
はこれまで中国市場で急成長したシャオミ（正米科
学）の液晶パネルの約７割の受注を獲得していた。
しかし、価格面で JDI のインセルと対抗できずに、
しかも、委託していた台湾のタッチパネルメーカー
の破綻によるシャオミ向けの液晶供給が一時停止し
たこともあり、これまで獲得していたシャオミの受
注を JDI に奪われた、と言われている。さらには、
iPhone の販売低迷を機に、“ アップル依存の体質 ”
からの脱却に向けて中国メーカーへと鞍替えした行
動が、ハイエンドからミドルエンドのスマートフォ
ン機種の増加を招いた。価格競争の激しいミドルエ
ンドのスマートフォンでは、液晶パネルの価格低下
も激しく、収益低下を招いた。さらに、シャープの
脱アップルの戦略は、重要な顧客であるアップルの
信頼を損ねたとの分析もなされている。他方、湯之
上	隆	微細工学研究所長は出演したTV番組 [19]で、
シャープの業績悪化の主要因を、シャープがスマー
トフォン市場におけるビジネスモデルの変化に乗り
遅れたという興味深い見解を述べている。
⑺　中田行彦の著書 [13] と資料 [19] によれば、そ
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の間の事情は以下のように説明される：堺工場は
亀山工場の設備を深化させたものであり、投資額は
亀山工場の約４倍と大きかった。第10世代の液晶
生産ラインはシャープのみが持っており、ファース
トムーバーとして装置の開発費のすべてが堺工場の
装置価格に組み込まれた。堺工場をフル稼働しなけ
れば、赤字を出すことは目に見えていた。当初は、
60インチ以上のハイビジョンテレビの需要が見込
まれると予測し、自社ブランド用のテレビでは４原
色パネル、海外用では３原色パネルを供給する予定
であった。しかし、高性能大型液晶テレビは市場を
形成するには至らなかった。高性能と大画面が消費
者の心を捉えなかったのだ。亀山工場が稼働する前
の2009年５月、イオンが１万５千台限定で32イン
チの薄型液晶テレビを５万円で売り出した。このテ
レビには韓国サムスン電子の液晶パネルが使用され
ていた。当時のシャープの32インチの液晶テレビ
の価格がおよそ12万円であったから、５万円のテ
レビは消費者にとって驚きであり、魅力的であった。
その結果、５万円テレビは大ヒットした。シャープ
は「大型液晶テレビはハイエンドな商品であり、ボ
リュームエンドの商品に需要がシフトすることはな
い」と考えていたが、予測を裏切る事態が起きたの
だ。このような格安テレビが可能になった背景に
は、ものづくりが「すり合わせ」から「モジュール」
へと変化した、いわゆる、デジタル化に伴う産業構
造の変化であった。汎用部品が規格化・モジュール
化されることで、ファブレス・ファウンドリ・EMS
による格安テレビが生産販売されるようになった。
⑻　彼のこの精神は、2015年の「日産をルノーの
傘下に置くように」とのフランス政府からの圧力に
対して、日産とルノーの連携関係を従来通り貫いて
いくことを頑として主張し、フランス政府を説得し
た。彼の異文化を尊重し連携を重視するという考え
方は、2.3 節に示したように、彼の生い立ちから始
まる多様な異文化経験によって培われたゴーン社長
独自の経営理念に基づいていると考えられる。その
意味で、日産は、ゴーン社長という指導者を得て幸
運であった。
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